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建設産業の担い手確保・育成に向けた取組み
―働き方改革，安全及び健康の確保も含めて―

1.　‌�建設産業の技能労働者を取り巻く‌
状況と課題

建設産業は，防災・減災対策や社会インフラの
老朽化対策など「地域の守り手」として極めて大
きな役割を担うとともに，住宅や社会資本の整
備・維持管理をはじめ，我が国の基幹産業として
経済・社会の発展を支えている。言うまでもな
く，建設産業は現場で直接施工を担う技能労働者
によって工事の品質が大きく左右されるという，
いわば人材で成り立っている産業と言える。
しかしながら，現在の建設産業は，高齢化や若
年者の減少により，将来における担い手の確保や
技能・技術の継承という大きな課題に直面してい
る（図－ 1，2）。国土交通省では，建設産業が将
来にわたってその役割を果たしていくため，建設
産業における人材の確保及び育成に向けた様々な
取組みを推進している。

2.　‌�人材の確保・育成・定着に‌
向けた取組み

⑴　技能労働者の処遇の改善
建設産業における担い手の確保・育成を実現す
るには，現場で直接施工を担う技能労働者の処遇
の改善を進めることが極めて重要との認識のも

と，技能労働者の適切な賃金水準の確保と社会保
険加入の徹底について，業界を挙げた取組みを進
めている。

①　適切な賃金水準の確保
公共工事設計労務単価については，平成 25 年
から平成 29 年まで，5 年連続でその引き上げを
行ったところであり，これらの引き上げのたび
に，建設業団体に対し，文書で適切な賃金水準の
確保を要請している。併せて，建設業団体のトッ
プに対し，単価の上昇が現場の隅々まで行き渡る
よう，繰り返し適切な賃金水準の確保を要請して
おり，各団体においても適切な賃金水準の確保を
図る旨の決議を行うなどの取組みが進んでいる。
平成 29 年 3 月から適用されている設計労務単
価については，国土交通省において公共工事の平
準化を推進していること，特に平成 28 年度第 3
次補正予算においては，約 3,000 億円のゼロ国債
が計上されていることなどを踏まえ，この第 3次
補正予算の円滑な執行に資する観点から，3月 1
日以降に契約締結される工事に適用できるよう改
訂を行った。

②　社会保険加入促進策の強化
技能労働者の処遇改善により将来の担い手を確
保するため，平成 29 年度までに企業単位では許
可業者の加入率 100%，労働者単位では少なくと

建設マネジメント技術　　2017 年 7 月号 27



特集 働き方改革の推進に向けて

図－ 1　建設業就業者の現状
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も製造業相当の加入状況を目指し，平成 24 年度
から業界全体で社会保険未加入対策を進めてきた

（図－ 3）。
国土交通省では，平成 24 年 11 月に元請企業と

図－ 2　建設産業の担い手確保・育成に向けた取組み

図－ 3　建設業における社会保険未加入対策の概要
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下請企業の役割と責任を明確にし，企業の取組み
の指針となる「社会保険の加入に関する下請指導
ガイドライン」を施行し，遅くとも平成 29 年度
以降は「適用除外でないにもかかわらず未加入で
ある建設企業を下請企業として選定しない」こと
や，「適切な保険に加入していることを確認でき
ない作業員については，元請企業は特段の理由が
ない限り現場入場を認めない」取扱いとすべきと
示している。
社会保険への加入徹底を進めるため，建設業許
可・更新等の際に社会保険担当部局と連携を図り
ながら未加入企業への加入指導を行うとともに，
公共工事でも未加入企業の排除を進めるなどの取
組みを行ってきた。
また，社会保険への加入にあたっては，労働者
を雇用する下請企業が必要な法定福利費を確保で
きることが重要であり，各専門工事業団体が業種
の特性に合わせて作成している「標準見積書」な
どの法定福利費を内訳明示した見積書の活用を推
進している。より一層の浸透を図るため，下請と
なる中小企業を主な対象として，平成 28 年 11 月

から全国各地でセミナーを開催し，法定福利費を
内訳明示した見積書の作成方法についての講義
や，都道府県社会保険労務士会の協力のもと個別
相談を行った。また，平成 28 年 12 月には，保険
加入や下請の指導を進めるにあたっての注意点を
建設業団体や都道府県に改めて通知し，保険の適
用等に関する正しい認識の普及を進めている。
これらの取組みの結果，平成 28 年 10 月の公共
事業労務費調査では，雇用・健康・厚生年金の 3
保険全ての加入率は企業単位 96%，労働者単位
76%となっており，取組み開始前の平成 23 年調
査と比較してそれぞれ 12 ポイント増，19 ポイン
ト増と，着実な成果が見られている（図－ 4）。
社会保険未加入対策の目標年次である平成 29
年度は，直轄工事では，従来からの元請・一次下
請への措置に加え，二次下請以下についても適切
に社会保険に加入している企業に限定する取組み
を実施する。また，5年間の取組みの成果の確認
と実態把握を行い，未加入対策の目的が達成され
るよう，引き続き手を緩めることなく取り組んで
いく。

図－ 4　社会保険加入状況調査結果について
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⑵　人材の育成・スキルアップ
建設産業への入職・定着を促すためには，技能
者の将来のキャリアパスの提示やスキルアップを
もたらす教育機会の充実を通じ，個々の技能者の
経験や技能に応じた処遇の実現を図っていくこと
が必要となる。このため，国土交通省では，業界
団体と連携して「建設キャリアアップシステム」
の構築を進めるとともに，教育訓練の充実強化に
向けた取組みを進めている。

①　建設キャリアアップシステムの構築
技能者の保有資格や就業履歴などを業界統一の
ルールで蓄積することで，技能者のキャリアアッ
プの道筋を示すとともに，技能や経験に応じた適
切な評価や処遇，現場管理の効率化を実現するこ
とを目的に，「建設キャリアアップシステム」の
構築を官民で進めている（図－ 5）。
このシステムには本人情報や保有資格，研修受
講履歴，社会保険加入状況等の情報が，真正性を
確認した上で登録されるとともに，技能者に配布

される IC カードを通じて，現場等での就業実績
が蓄積される。それらを活用し，技能者は資格取
得や研修受講などの状況を確認し，さらなる自己
研鑽に繋げることができるほか，建設業をいった
ん離れた技能者が再入職する際などに，離職以前
の現場経験を客観的に証明できるようになる。ま
た，技能者自身が自己の建退共制度の証紙貼付状
況を確実かつ容易に確認できるようになる。
専門工事業者は，自社が抱える技能者の水準を
客観的に把握することができ，優秀な技能者の確
保・育成に努める事業者にとっては，元請事業者
に実績や施工力を PRすることで，受注機会の拡
大につなげていくことが期待できる。
また，元請事業者にとっては，システムを活用
して，自社の複数現場の状況を一元的に確認でき
るほか，社会保険の加入状況や保有資格状況の確
認など，現場管理の効率化が図られるほか，工事
完了後であっても現場ごとの技能者の就業状況を
確認できるため，現場のコンプライアンスやトレ
ーサビリティの確保などにもつながる。

図－ 5　建設キャリアアップシステムの概要
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